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※

※

※

※

※

※

－

人

有 無

年 月 日

ネットワークの設定等により、調査票のダウンロードができない場合は、上記の回答送付
先E-mailアドレスにご連絡ください。電子メールにて、調査票をご送付いたします。

「都市自治体における『都市内分権』の現状と課題に関するアンケート」

「地域機関」に関するアンケート調査票

【本アンケート調査票のご回答にあたってのお願い】

下記のURL（当センターホームページ）よりアンケート調査票（Excel形式）をダウンロー
ドの上、回答をご記入ください。
《調査票ダウンロード用URL　http://www.toshi.or.jp/?p=9514》

必要事項をご記入いただいた回答用紙につきましては、下記アドレスまで電子メールにて
ご返送ください。
《回答送付先E-mailアドレス　enquete01@toshi.or.jp》

調査票は、項目ごとにシートが分かれています。すべてのシートをご確認の上、該当する
設問にご回答ください。設問につきましては、該当するものを1つ選択するものと、該当
するものをすべて選択するもの、数値や内容を記述するものがございます。それぞれの設
問の記載条件にしたがって、ご記入くださいますようお願いいたします。

いただいたご回答につきましては、統計処理を行った上で公表いたしますので、お断りな
く個別市区のお名前等を公表することはいたしません。

ご回答いただいた内容について、当センターからお問い合わせをさせていただくことがご
ざいます。その際は、ご協力くださいますようお願いいたします。

【貴市について（下欄にご記入ください）】

自治体名

「平成の合併」の期日

全国地方公共団体コード

人口（平成27年4月1日現在）

「平成の合併」の有無

担当部署名

担当者名

電話番号

E-mailアドレス

※　複数回合併を行っている場合は、最後の合併の期日をご記入ください。

（お問い合わせ先） 

〒102-0093 東京都千代田区平河町２－４－１ 

(公財)日本都市センター 研究室（担当：三浦、加藤、杉山） 

Tel：03-5216-8775  Fax：03-3263-4059 

E-mail：enquete01@toshi.or.jp 
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Ⅰ　地域機関について

1-1 「地域機関」

1-2 「支所等」

1-3 「その他の地域機関」

Ⅱ　住民自治組織について

2-1 「地縁型住民自治組織」

2-2 「協議会型住民自治組織」

　地方自治法155条1項に基づく「支所」及び「出張所」、地方自治法202条の4もしくは

合併特例法23条に基づく「地域自治区」のいずれかに該当する「地域機関」をいう。

【アンケート調査における用語の定義】

　自治体の区域内に複数設置され、住民の権利義務に関係する何らかの行政機能や決定権
限を付与された行政機関（自治体行政機構の中に位置づけられたもの）をいう。ただし、
地方自治法252条の20で規定される「指定都市の区」を除く。

　「地域機関」のうち、「支所等」に該当しないすべての機関をいう。
　※　本アンケートでは、市区が設置している下記の機関を調査対象としています。
　

［本アンケートの調査対象としている「その他の地域機関」］
　・「公民館」（社会教育法）
　・「生涯学習センター」
　・「市民活動支援センター」、「ボランティア支援センター」
　・「地域包括支援センター」（介護保険法等）※ブランチ等を含む
　・「老人福祉センター」（老人福祉法）
　・「老人介護支援センター」（老人福祉法）
　・「介護予防拠点施設」
　・「児童相談所」（児童福祉法）
　・「児童家庭支援センター」（児童福祉法）
　・「子育て支援拠点施設」
　・「地域活動支援センター」（障がい者総合支援法）
　・「保健所」（地域保健法）
　・「市町村保健センター」（地域保健法）

　自治会・町内会など、比較的狭い区域で、住民相互の親睦や地域課題に取り組むために
組織された任意の団体及びその連合会等をいう。

　自治会・町内会、ボランティア団体、NPO、PTA、企業等の多様な主体による、地域
課題の解決のための組織をいう。

［協議会型住民自治組織の例］
　○法定の協議会型住民自治組織
　・地方自治法第202条の4に基づく地域自治区の地域協議会
　・合併特例法第23条に基づく地域自治区の地域協議会
　・地方自治法第252条の20第6項に基づく区地域協議会
　○独自の協議会型住民自治組織
　・条例や規則、要綱に基づく住民自治組織
　・総合計画や予算措置等で位置づけられている住民自治組織
　・上記のほか、地域で自主的に設立されている住民自治組織
　（名称の例：地域協議会、地域づくり協議会、まちづくり委員会、住民自治
　　協議会、コミュニティ協議会、地域運営協議会　等）
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※

※

Q1

①平成27年4月1日現在の本庁及び本庁以外の施設・機関の職員数

・本庁 正規職員 名 その他の職員 名

・本庁以外 正規職員 名 その他の職員 名

②過去の本庁及び本庁以外の施設・機関の職員数

・本庁 正規職員 名 その他の職員 名

・本庁以外 正規職員 名 その他の職員 名

注1

注2

注3

Q2

①「支所等」のうち、「支所」及び「出張所」について

１ 地方自治法155条1項に基づく「支所」を設置している ⇒ （2）へ

２ 地方自治法155条1項に基づく「出張所」を設置している ⇒ （3）へ

３ 「支所」と「出張所」のいずれも設置していない ⇒ （4）へ

②「支所等」のうち、「地域自治区」について

１ 地方自治法202条の4に基づく「地域自治区の事務所」を設置している ⇒ （5）へ

２ 合併特例法23条に基づく「地域自治区の事務所」を設置している ⇒ （6）へ

３ 「地域自治区の事務所」を設置していない ⇒ （7）へ

③「その他の地域機関」について

１ 「その他の地域機関」を設置している ⇒ （8）へ

２ 「その他の地域機関」を設置していない

注

※ 次ページより「地域機関」に関する個別の質問となります。Q2で「設置している」と回答した機
関について、質問にご回答ください。

本問の「職員」は、一般職に属する職員（ただし、教育、消防及び公営企業の職員を除く。）を対象としてい
ます。

「正規職員」の欄には職員定数条例上の「定数」に含まれる職員を、「その他の職員」の欄には職員定数条例
上の「定数」に含まれない職員（臨時職員・非常勤職員等）の人数をご記入ください。

本アンケートでは、特に指定のない限り、平成27年4月1日現在の状況をご回答ください。

本アンケートでは、「地域機関」の職員数・設置数・所掌事務等について、過去からの変化に関
する質問があります。これらの質問では、「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4
月1日時点）、「平成の合併」を行った場合は合併時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時
点）から、平成27年4月1日現在にかけての変化についてご回答ください。

「過去の職員数」は、「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）、「平成の合併」を
行った場合は合併時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）の職員数についてご記入ください。

貴市では、現在、「地域機関」を設置していますか。あてはまるものをすべてお選びください。

「地域機関」「支所等」「その他の地域機関」の定義については、本調査票2ページをご覧ください。

（１）「地域機関」の設置状況について
　　（すべての方にうかがいます）

貴市の本庁及び本庁以外の施設・機関の職員数について、下欄にご記入ください。
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Q3

①設置数 か所

②職員数（すべての支所の合計をご記入ください）

・正規職員 名 ・その他の職員 名

注1

注2

Q4

１ 支所によって、支所長の職位や支所の所掌事務が異なる ⇒ SQへ

２ すべての支所で、支所長の職位や支所の所掌事務は同じである ⇒ Q5へ

SQ

１ 総合支所を設置しており、他の支所との間で差異を設けている

２ 合併前の旧市町村の間で差異を設けている

３ 利用者数や地理的条件等により、支所間で差異を設けている

４ その他

Q5

最大の
支所

最小の
支所

１ 部長級

２ 課長級

３ 係長級

４ その他

注1

注2

本問の「職員」は、一般職に属する職員（ただし、教育、消防及び公営企業の職員を除く。）を対象としてい
ます。

（２）「支所」について
　　（Q2の①で「１」と回答した方にうかがいます）

貴市における支所の設置数及び職員数について、下欄にご記入ください。

「正規職員」の欄には職員定数条例上の「定数」に含まれる職員を、「その他の職員」の欄には職員定数条例
上の「定数」に含まれない職員（臨時職員・非常勤職員等）の人数をご記入ください。

貴市では、支所によって、支所長の職位や支所の所掌事務が異なっていますか。あてはまるもの
を一つお選びください。

支所によって、支所長の職位や支所の所掌事務が異なるのは、どのような理由によるものです
か。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市における支所長の職位について、あてはまるものを一つお選びください。

Q4で「１」を選択した方は、「規模の最も大きい支所」と「規模の最も小さい支所」のそれぞれについてご回
答ください。

Q4で「２」を選択した方は、「規模の最も小さい支所」の欄にご回答ください。
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Q6

最大の
支所

最小の
支所

１ 住民基本台帳に関する事務

２ 戸籍に関する事務

３ 印鑑登録に関する事務

４ 市税等の収納に関する事務

５ 国民健康保険、国民年金に関する事務

６ 広報・市民相談の窓口

７ 福祉関係事業の窓口

８ 土木・建築事業の窓口

９ まちづくり等の企画調整に関する事務

10 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

11 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

12 地域に関する計画等の策定に関する事務

13 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

14 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

15 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

16 その他

注1

注2

Q7

１ すべての支所に設けている （1支所あたりの平均予算額： 円）

２ 一部の支所に設けている （1支所あたりの平均予算額： 円）

３ 設けていない

Q8

①正規職員数（すべての支所の合計をご記入ください）

１ 職員数が増加した （増加数： 名） ⇒ SQ1へ

２ 職員数が減少した （減少数： 名） ⇒ SQ2へ

３ 職員数は変化していない ⇒ Q9へ

②その他の職員数（すべての支所の合計をご記入ください）

１ 職員数が増加した （増加数： 名）

２ 職員数が減少した （減少数： 名）

３ 職員数は変化していない

注1

注2

注3

Q4で「２」を選択した方は、「規模の最も小さい支所」の欄にご回答ください。

貴市の支所は、どのような事務を分掌していますか。あてはまるものをすべてお選びください。

Q4で「１」を選択した方は、「規模の最も大きい支所」と「規模の最も小さい支所」のそれぞれについてご回
答ください。

貴市では、地域におけるまちづくりに関して、支所長の裁量で執行可能な予算を設けています
か。あてはまるものを一つお選びください。

貴市では、支所の職員数が変化していますか。あてはまるものを一つお選びのうえ、増加・減少
数を下欄にご記入ください。

本問の「職員」は、一般職に属する職員（ただし、教育、消防及び公営企業の職員を除く。）を対象としてい
ます。

「正規職員」の項目では職員定数条例上の「定数」に含まれる職員、「その他の職員」の項目では職員定数条
例上の「定数」に含まれない職員（臨時職員・非常勤職員等）についてご記入ください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの職員数の変化についてご記入ください。



6

１ 市全体の正規職員数の増加に伴い、支所に配置する正規職員を増員したため

２ 「その他の職員」の正規職員への置き換えが進んだため

３ 支所の設置数の増加に伴い、支所に配置する正規職員を増員したため

４ 支所機能の拡充に伴い、支所に配置する正規職員を増員したため

５ その他

１ 市全体の正規職員数の減少に伴い、支所に配置する正規職員を減員したため

２ 正規職員の「その他の職員」への置き換えが進んだため

３ 支所の設置数の減少に伴い、支所に配置する正規職員を減員したため

４ 支所機能の縮小に伴い、支所に配置する正規職員を減員したため

５ その他

Q9

１ 設置数が増加した （増加数： か所） ⇒ SQ1へ

２ 設置数が減少した （減少数： か所） ⇒ SQ2へ

３ 設置数は変化していない ⇒ Q10へ

注

１ 地域においてきめ細やかな行政サービスを実施するため

２ 地域の人口増加等によって、新たに支所を設置する必要性が生じたため

３ 交通環境の悪化や高齢化等への対応策として、住民の利便性を向上させるため

４ 地域における住民、各種団体の活動に対する支援を充実させるため

５ 出張所や連絡所、その他の地域機関等を支所に改組したため

６ その他

１ 支所の統合・廃止によって、行政経費の削減を図るため

２ 支所の統合・廃止によって、集中的な管理による事務の効率化や専門性の向上を

図るため

３ 地域の人口減少等によって、支所の利用者数が減少したため

４ 交通環境の改善やコンビニ交付の導入等によって、支所の必要性が低下したため

５ 支所を出張所や連絡所、その他の地域機関等に改組したため

６ 施設の老朽化等により、支所の維持が困難になったため

７ その他

SQ1 （Q8の①で「１」を選択した方に伺います。）貴市において、支所の正規職員数が増加した理
由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q8の①で「２」を選択した方に伺います。）貴市において、支所の正規職員数が減少した理
由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市では、支所の新設・統合・廃止等によって、支所の設置数が変化していますか。あてはまる
ものを一つお選びのうえ、増加・減少数をご記入ください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの設置数の変化についてご記入ください。

SQ1 （Q9で「１」を選択した方に伺います。）貴市において、支所の設置数を増加させた理由はど
のようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q9で「２」を選択した方に伺います。）貴市において、支所の設置数を減少させた理由はど
のようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。
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Q10

１ すべての支所に追加された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

２ 一部の支所に追加された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

３ 追加された所掌事務はない ⇒ Q11へ

注

１ 住民基本台帳に関する事務

２ 戸籍に関する事務

３ 印鑑登録に関する事務

４ 市税等の収納に関する事務

５ 国民健康保険、国民年金に関する事務

６ 広報・市民相談の窓口

７ 福祉関係事業の窓口

８ 土木・建築事業の窓口

９ まちづくり等の企画調整に関する事務

10 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

11 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

12 地域に関する計画等の策定に関する事務

13 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

14 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

15 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

16 その他

１ 当該事務を支所に移管することで、きめ細やかな行政サービスを実施するため

２ 地域の人口増加等によって、当該事務に対するニーズが増加したため

３ 交通環境の悪化や高齢化等への対応策として、住民の利便性を向上させるため

４ 地域における住民、各種団体の活動に対する支援を充実させるため

５ 出張所や連絡所、その他の地域機関等の事務を支所に集約したため

６ その他

Q11

１ すべての支所から削減された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

２ 一部の支所から削減された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

３ 削減された所掌事務はない ⇒ Q12へ

注

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った
場合は合併時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの所掌事務の変化についてご記
入ください。

SQ1

貴市では、支所に追加された所掌事務がありますか。あてはまるものを一つお選びください。

貴市では、支所から削減された所掌事務がありますか。あてはまるものを一つお選びください。

（Q10で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市では、どのような所掌事務
が追加されましたか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q10で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）支所の所掌事務が追加された理
由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った
場合は合併時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの所掌事務の変化についてご記
入ください。
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１ 住民基本台帳に関する事務

２ 戸籍に関する事務

３ 印鑑登録に関する事務

４ 市税等の収納に関する事務

５ 国民健康保険、国民年金に関する事務

６ 広報・市民相談の窓口

７ 福祉関係事業の窓口

８ 土木・建築事業の窓口

９ まちづくり等の企画調整に関する事務

10 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

11 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

12 地域に関する計画等の策定に関する事務

13 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

14 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

15 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

16 その他

１ 支所機能を本庁に集約することで、行政経費の削減を図るため

２ 支所機能を本庁に集約することで、集中的な管理による事務の効率化や専門性の

向上を図るため

３ 地域の人口減少等によって、当該事務に対するニーズが減少したため

４ 交通環境の改善やコンビニ交付の導入等によって、当該事務を支所で行う必要性

が低下したため

５ 出張所や連絡所、その他の地域機関等に機能を移管したため

６ その他

Q12

SQ1 （Q11で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市では、どのような所掌事務
が削減されましたか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q11で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）支所の所掌事務が削減された理
由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市において、支所職員の増員・減員、支所の新設・統廃合、支所の所掌事務の追加・削減等を
行ううえで、苦労された点や課題となった点がございましたら、下欄にご記入ください。（自由
記述）
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Q13

①設置数 か所

②職員数（すべての出張所の合計をご記入ください）

・正規職員 名 ・その他の職員 名

注1

注2

Q14

１ 出張所によって、出張所長の職位や出張所の所掌事務が異なる ⇒ SQへ

２ すべての出張所で、出張所長の職位や出張所の所掌事務は同じ ⇒ Q15へ

である

SQ

１ 合併前の旧市町村の間で差異を設けている

２ 利用者数や地理的条件等により、出張所間で差異を設けている

３ その他

Q15

最大の
出張所

最小の
出張所

１ 部長級

２ 課長級

３ 係長級

４ その他

注1

注2

本問の「職員」は、一般職に属する職員（ただし、教育、消防及び公営企業の職員を除く。）を対象としてい
ます。

（３）「出張所」について
　　（Q2の①で「２」と回答した方にうかがいます）

貴市における出張所の設置数及び職員数について、下欄にご記入ください。

「正規職員」の欄には職員定数条例上の「定数」に含まれる職員を、「その他の職員」の欄には職員定数条例
上の「定数」に含まれない職員（臨時職員・非常勤職員等）の人数をご記入ください。

貴市では、出張所によって、出張所長の職位や出張所の所掌事務が異なっていますか。あてはま
るものを一つお選びください。

出張所によって、出張所長の職位や出張所の所掌事務が異なるのは、どのような理由によるも
のですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市における出張所長の職位について、あてはまるものを一つお選びください。

Q14で「１」を選択した方は、「規模の最も大きい出張所」と「規模の最も小さい出張所」のそれぞれについ
てご回答ください。

Q14で「２」を選択した方は、「規模の最も小さい主張所」の欄にご回答ください。



10

Q16

最大の
出張所

最小の
出張所

１ 住民基本台帳に関する事務

２ 戸籍に関する事務

３ 印鑑登録に関する事務

４ 市税等の収納に関する事務

５ 国民健康保険、国民年金に関する事務

６ 広報・市民相談の窓口

７ 福祉関係事業の窓口

８ 土木・建築事業の窓口

９ まちづくり等の企画調整に関する事務

10 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

11 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

12 地域に関する計画等の策定に関する事務

13 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

14 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

15 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

16 その他

注1

注2

Q17

１ すべての出張所に設けている（1出張所あたりの平均予算額： 円）

２ 一部の出張所に設けている　（1出張所あたりの平均予算額： 円）

３ 設けていない

Q18

①正規職員数（すべての出張所の合計をご記入ください）

１ 職員数が増加した （増加数： 名） ⇒ SQ1へ

２ 職員数が減少した （減少数： 名） ⇒ SQ2へ

３ 職員数は変化していない ⇒ Q19へ

②その他の職員数（すべての出張所の合計をご記入ください）

１ 職員数が増加した （増加数： 名）

２ 職員数が減少した （減少数： 名）

３ 職員数は変化していない

注1

注2

注3

Q14で「２」を選択した方は、「規模の最も小さい出張所」の欄にご回答ください。

貴市の出張所では、どのような事務を分掌していますか。あてはまるものをすべてお選びくださ
い。

Q14で「１」を選択した方は、「規模の最も大きい出張所」と「規模の最も小さい出張所」のそれぞれについ
てご回答ください。

貴市では、地域におけるまちづくりに関して、出張所長の裁量で執行可能な予算を設けています
か。あてはまるものを一つお選びください。

貴市では、出張所の職員数が変化していますか。あてはまるものを一つお選びのうえ、増加・減
少数をご記入ください。

本問の「職員」は、一般職に属する職員（ただし、教育、消防及び公営企業の職員を除く。）を対象としてい
ます。

「正規職員」の項目では職員定数条例上の「定数」に含まれる職員、「その他の職員」の項目では職員定数条
例上の「定数」に含まれない職員（臨時職員・非常勤職員等）についてご記入ください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの職員数の変化についてご記入ください。
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１ 市全体の正規職員数の増加に伴い、出張所に配置する正規職員を増員したため

２ 「その他の職員」の正規職員への置き換えが進んだため

３ 出張所の設置数の増加に伴い、出張所に配置する正規職員を増員したため

４ 出張所機能の拡充に伴い、出張所に配置する正規職員を増員したため

５ その他

１ 市全体の正規職員数の減少に伴い、出張所に配置する正規職員を減員したため

２ 正規職員の「その他の職員」への置き換えが進んだため

３ 出張所の設置数の減少に伴い、出張所に配置する正規職員を減員したため

４ 出張所機能の縮小に伴い、出張所に配置する正規職員を減員したため

５ その他

Q19

１ 設置数が増加した （増加数： か所） ⇒ SQ1へ

２ 設置数が減少した （減少数： か所） ⇒ SQ2へ

３ 設置数は変化していない ⇒ Q20へ

注

１ 地域においてきめ細やかな行政サービスを実施するため

２ 地域の人口増加等によって、新たに出張所を設置する必要性が生じたため

３ 交通環境の悪化や高齢化等への対応策として、住民の利便性を向上させるため

４ 地域における住民、各種団体の活動に対する支援を充実させるため

５ 支所やその他の地域機関等を出張所に改組したため

６ その他

１ 出張所の統合・廃止によって、行政経費の削減を図るため

２ 出張所の統合・廃止によって、集中的な管理による事務の効率化や専門性の向上

を図るため

３ 地域の人口減少等によって、出張所の利用者数が減少したため

４ 交通環境の改善やコンビニ交付の導入等によって、出張所の必要性が低下したため

５ 出張所を支所やその他の地域機関等に改組したため

６ 施設の老朽化等により、出張所の維持が困難になったため

７ その他

SQ1 （Q18の①で「１」を選択した方に伺います。）貴市において、出張所の正規職員数が増加し
た理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q18の①で「２」を選択した方に伺います。）貴市において、出張所の正規職員数が減少し
た理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市では、出張所の新設・統合・廃止等によって、出張所の設置数が変化していますか。あては
まるものを一つお選びのうえ、増加・減少数をご記入ください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの設置数の変化についてご記入ください。

SQ1 （Q19で「１」を選択した方に伺います。）貴市において、出張所の設置数を増加させた理由
はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q19で「２」を選択した方に伺います。）貴市において、出張所の設置数を減少させた理由
はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。
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Q20

１ すべての出張所に追加された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

２ 一部の出張所に追加された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

３ 追加された所掌事務はない ⇒ Q21へ

注

１ 住民基本台帳に関する事務

２ 戸籍に関する事務

３ 印鑑登録に関する事務

４ 市税等の収納に関する事務

５ 国民健康保険、国民年金に関する事務

６ 広報・市民相談の窓口

７ 福祉関係事業の窓口

８ 土木・建築事業の窓口

９ まちづくり等の企画調整に関する事務

10 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

11 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

12 地域に関する計画等の策定に関する事務

13 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

14 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

15 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

16 その他

１ 当該事務を出張所に移管することで、きめ細やかな行政サービスを実施するため

２ 地域の人口増加等によって、当該事務に対するニーズが増加したため

３ 交通環境の悪化や高齢化等への対応策として、住民の利便性を向上させるため

４ 地域における住民、各種団体の活動に対する支援を充実させるため

５ 支所やその他の地域機関等の事務を出張所に集約したため

６ その他

Q21

１ すべての出張所から削減された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

２ 一部の出張所から削減された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

３ 削減された所掌事務はない ⇒ Q22へ

注

貴市では、出張所に追加された所掌事務がありますか。あてはまるものを一つお選びください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの所掌事務の変化についてご記入ください。

SQ1 （Q20で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市では、どのような所掌事務
が追加されましたか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q20で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）出張所の所掌事務が追加された
理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市では、出張所から削減された所掌事務がありますか。あてはまるものを一つお選びください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの所掌事務の変化についてご記入ください。
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１ 住民基本台帳に関する事務

２ 戸籍に関する事務

３ 印鑑登録に関する事務

４ 市税等の収納に関する事務

５ 国民健康保険、国民年金に関する事務

６ 広報・市民相談の窓口

７ 福祉関係事業の窓口

８ 土木・建築事業の窓口

９ まちづくり等の企画調整に関する事務

10 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

11 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

12 地域に関する計画等の策定に関する事務

13 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

14 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

15 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

16 その他

１ 出張所機能を本庁に集約することで、行政経費の削減を図るため

２ 出張所機能を本庁に集約することで、集中的な管理による事務の効率化や専門性

の向上を図るため

３ 地域の人口減少等によって、当該事務に対するニーズが減少したため

４ 交通環境の改善やコンビニ交付の導入等によって、当該事務を出張所で行う必要

性が低下したため

５ 支所やその他の地域機関等に機能を移管したため

６ その他

Q22

SQ1 （Q21で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市では、どのような所掌事務
が削減されましたか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q21で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）出張所の所掌事務が削減された
理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市において、出張所職員の増員・減員、出張所の新設・統廃合、出張所の所掌事務の追加・削
減等を行ううえで、苦労された点や課題となった点がございましたら、下欄にご記入ください。
（自由記述）
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Q23

１ 地方自治法155条1項の「支所」を設置したことがある ⇒ SQ1～SQ2へ

２ 地方自治法155条1項の「出張所」を設置したことがある ⇒ SQ1～SQ2へ

３ 「支所」と「出張所」のいずれも設置したことがない

注

１ 行政経費の削減を図るため

２ 集中的な管理による事務の効率化や専門性の向上を図るため

３ 地域の人口減少等によって、支所・出張所の利用者数が減少したため

４ 交通環境の改善やコンビニ交付の導入等によって、支所・出張所の必要性が低下

したため

５ 施設の老朽化等により、支所の維持が困難になったため

６ 「地域自治区事務所」や「その他の地域機関」に改組したため

７ その他

SQ2 （Q23で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市において、支所や出張所を
廃止するうえで、苦労された点や課題となった点がございましたら、下欄にご記入ください。
（自由記述）

（４）「支所」「出張所」を設置していない自治体について
　　（Q2の①で「３」と回答した方にうかがいます）

「平成の合併」を行っていない場合は過去10年間（2005年4月1日以降）、「平成の合併」を行った場合は合併
以降（複数回合併を行った場合は最後の合併以降）の状況についてご記入ください。

SQ1 （Q23で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市において、支所や出張所を
廃止した理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市では、支所や出張所を設置したことがありますか。あてはまるものをすべてお選びくださ
い。
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Q24 貴市における地域自治区及びその事務所の設置数、事務所の職員数について、下欄にご記入ください。

①設置数

・地域自治区 か所 ・事務所 か所

②職員数（すべての事務所の合計をご記入ください）

・正規職員 名 ・その他の職員 名

注1

注2

Q25 貴市における地域自治区及びその事務所の設置単位について、あてはまるものを一つお選びください。

①地域自治区の設置単位

１ 平成の合併時の旧市町村区域を設置単位としている

２ 平成の合併時の旧市町村区域よりも小さい区域を設置単位としている

３ 平成の合併時の旧市町村区域を設置単位としている地域自治区と、平成の合併時の

旧市町村区域よりも小さい区域を設置単位としている地域自治区が混在している

②事務所の設置単位

１ 1つの地域自治区に1つの事務所を設置している

２ 複数の地域自治区を所管する事務所を設置している

３ 1つの地域自治区を所管する事務所と、複数の地域自治区を所管する事務所が混在

している

Q26

１ 事務所によって、事務所長の職位や事務所の所掌事務が異なる ⇒ SQへ

２ すべての事務所で、事務所長の職位や事務所の所掌事務は同じ ⇒ Q27へ

である

SQ

１ 合併前の旧市町村の間で差異を設けている

２ 区域の人口や地理的条件等により、事務所間で差異を設けている

３ その他

Q27

最大の
事務所

最小の
事務所

１ 部長級

２ 課長級

３ 係長級

４ その他

注1

注2

本問の「職員」は、一般職に属する職員（ただし、教育、消防及び公営企業の職員を除く。）を対象としてい
ます。

（５）地方自治法に基づく「地域自治区」の事務所について
　　（Q2の②で「１」と回答した方にうかがいます）

「正規職員」の欄には職員定数条例上の「定数」に含まれる職員を、「その他の職員」の欄には職員定数条例
上の「定数」に含まれない職員（臨時職員・非常勤職員等）の人数をご記入ください。

貴市では、地域自治区事務所によって、事務所長の職位や事務所の所掌事務が異なっています
か。あてはまるものを一つお選びください。

地域自治区事務所によって、事務所長の職位や事務所の所掌事務が異なるのは、どのような理
由によるものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市における地域自治区の事務所長の職位について、あてはまるものを一つお選びください。

Q26で「１」を選択した方は、「規模の最も大きい事務所」と「規模の最も小さい事務所」のそれぞれについ
てご回答ください。

Q26で「２」を選択した方は、「規模の最も小さい事務所」の欄にご回答ください。
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Q28

最大の
事務所

最小の
事務所

１ 地域協議会の運営に関する事務

２ 住民基本台帳に関する事務

３ 戸籍に関する事務

４ 印鑑登録に関する事務

５ 市税等の収納に関する事務

６ 国民健康保険、国民年金に関する事務

７ 広報・市民相談の窓口

８ 福祉関係事業の窓口

９ 土木・建築事業の窓口

10 まちづくり等の企画調整に関する事務

11 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

12 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

13 地域に関する計画等の策定に関する事務

14 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

15 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

16 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

17 その他

注1

注2

Q29

１ すべての区に設けている （1区あたりの平均予算額： 円）

２ 一部の区に設けている （1区あたりの平均予算額： 円）

３ 設けていない

Q30

①正規職員数（すべての事務所の合計をご記入ください）

１ 職員数が増加した （増加数： 名） ⇒ SQ1へ

２ 職員数が減少した （減少数： 名） ⇒ SQ2へ

３ 職員数は変化していない ⇒ Q31へ

②その他の職員数（すべての事務所の合計をご記入ください）

１ 職員数が増加した （増加数： 名）

２ 職員数が減少した （減少数： 名）

３ 職員数は変化していない

注1

注2

注3

Q26で「２」を選択した方は、「規模の最も小さい事務所」の欄にご回答ください。

貴市の地域自治区事務所では、どのような事務を分掌していますか。あてはまるものをすべてお
選びください。

Q26で「１」を選択した方は、「規模の最も大きい事務所」と「規模の最も小さい事務所」のそれぞれについ
てご回答ください。

貴市では、地域におけるまちづくりに関して、地域自治区の裁量で執行可能な予算を設けていま
すか。あてはまるものを一つお選びください。

貴市では、地域自治区事務所の職員数が変化していますか。あてはまるものを一つお選びのう
え、増加・減少数をご記入ください。

本問の「職員」は、一般職に属する職員（ただし、教育、消防及び公営企業の職員を除く。）を対象としてい
ます。

「正規職員」の項目では職員定数条例上の「定数」に含まれる職員、「その他の職員」の項目では職員定数条
例上の「定数」に含まれない職員（臨時職員・非常勤職員等）についてご記入ください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの職員数の変化についてご記入ください。
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１ 市全体の正規職員数の増加に伴い、事務所に配置する正規職員を増員したため

２ 「その他の職員」の正規職員への置き換えが進んだため

３ 地域自治区の機能の拡充に伴い、事務所に配置する正規職員を増員したため

４ その他

１ 市全体の正規職員数の減少に伴い、事務所に配置する正規職員を減員したため

２ 正規職員の「その他の職員」への置き換えが進んだため

３ 地域自治区の機能の縮小に伴い、事務所に配置する正規職員を減員したため

４ その他

Q31

１ すべての事務所に追加された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

２ 一部の事務所に追加された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

３ 追加された所掌事務はない ⇒ Q32へ

注

１ 地域協議会の運営に関する事務

２ 住民基本台帳に関する事務

３ 戸籍に関する事務

４ 印鑑登録に関する事務

５ 市税等の収納に関する事務

６ 国民健康保険、国民年金に関する事務

７ 広報・市民相談の窓口

８ 福祉関係事業の窓口

９ 土木・建築事業の窓口

10 まちづくり等の企画調整に関する事務

11 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

12 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

13 地域に関する計画等の策定に関する事務

14 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

15 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

16 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

17 その他

SQ1 （Q30の①で「１」を選択した方に伺います。）貴市において、地域自治区事務所の正規職員
数が増加した理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q30の①で「２」を選択した方に伺います。）貴市において、地域自治区事務所の正規職員
数が減少した理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市では、地域自治区事務所に追加された所掌事務がありますか。あてはまるものを一つお選び
ください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの所掌事務の変化についてご記入ください。

SQ1 （Q31で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市では、どのような所掌事務
が追加されましたか。あてはまるものをすべてお選びください。
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１ 当該事務を事務所に移管することで、きめ細やかな行政サービスを実施するため

２ 地域の人口増加等によって、当該事務に対するニーズが増加したため

３ 交通環境の悪化や高齢化等への対応策として、住民の利便性を向上させるため

４ 地域における住民、各種団体の活動に対する支援を充実させるため

５ 支所や出張所、その他の地域機関等の事務を事務所に集約したため

６ その他

Q32

１ すべての事務所から削減された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

２ 一部の事務所から削減された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

３ 削減された所掌事務はない ⇒ Q33へ

注

１ 地域協議会の運営に関する事務

２ 住民基本台帳に関する事務

３ 戸籍に関する事務

４ 印鑑登録に関する事務

５ 市税等の収納に関する事務

６ 国民健康保険、国民年金に関する事務

７ 広報・市民相談の窓口

８ 福祉関係事業の窓口

９ 土木・建築事業の窓口

10 まちづくり等の企画調整に関する事務

11 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

12 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

13 地域に関する計画等の策定に関する事務

14 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

15 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

16 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

17 その他

SQ2 （Q31で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）地域自治区事務所の所掌事務が
追加された理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市では、地域自治区事務所から削減された所掌事務がありますか。あてはまるものを一つお選
びください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの所掌事務の変化についてご記入ください。

SQ1 （Q32で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市では、どのような所掌事務
が削減されましたか。あてはまるものをすべてお選びください。
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１ 事務所機能を本庁に集約することで、行政経費の削減を図るため

２ 事務所機能を本庁に集約することで、集中的な管理による事務の効率化や専門性の

向上を図るため

３ 地域の人口減少等によって、当該事務に対するニーズが減少したため

４ 交通環境の改善やコンビニ交付の導入等によって、当該事務を事務所で行う必要性

が低下したため

５ 支所や出張所、その他の地域機関等に機能を移管したため

６ その他

Q33 貴市において、地域自治区事務所の職員の増員・減員、事務所の所掌事務の追加・削減等を行う
うえで、苦労された点や課題となった点がございましたら、下欄にご記入ください。（自由記
述）

SQ2 （Q32で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）地域自治区事務所の所掌事務が
削減された理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。
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Q34

①設置数

・地域自治区 か所 ・事務所 か所

②職員数（すべての事務所の合計をご記入ください）

・正規職員 名 ・その他の職員 名

注1

注2

Q35

①地域自治区の設置単位

１ 平成の合併時の旧市町村区域を単位として、すべての旧市町村区域に設置している

２ 平成の合併時の旧市町村区域を単位として、一部の旧市町村区域に設置している

②事務所の設置単位

１ 1つの地域自治区に1つの事務所を設置している

２ 複数の地域自治区を所管する事務所を設置している

３ 1つの地域自治区を所管する事務所と、複数の地域自治区を所管する事務所が混在

している

Q36

１ 事務所によって、事務所長の職位や事務所の所掌事務が異なる ⇒ SQへ

２ すべての事務所で、事務所長の職位や事務所の所掌事務は同じ ⇒ Q37へ

である

SQ

１ 合併前の旧市町村の間で差異を設けている

２ 区域の人口や地理的条件等により、事務所間で差異を設けている

３ その他

（６）合併特例法に基づく「地域自治区」の事務所について
　　（Q2の②で「２」と回答した方にうかがいます）

貴市における地域自治区及びその事務所の設置数、事務所の職員数について、下欄にご記入くだ
さい。

本問の「職員」は、一般職に属する職員（ただし、教育、消防及び公営企業の職員を除く。）を対象としてい
ます。

「正規職員」の欄には職員定数条例上の「定数」に含まれる職員を、「その他の職員」の欄には職員定数条例
上の「定数」に含まれない職員（臨時職員・非常勤職員等）の人数をご記入ください。

貴市における地域自治区及びその事務所の設置単位について、あてはまるものを一つお選びくだ
さい。

貴市では、地域自治区事務所によって、事務所長の職位や事務所の所掌事務が異なっています
か。あてはまるものを一つお選びください。

地域自治区事務所によって、事務所長の職位や事務所の所掌事務が異なるのは、どのような理
由によるものですか。あてはまるものをすべてお選びください。
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Q37

最大の
事務所

最小の
事務所

１ 特別職（区長）

２ 部長級

３ 課長級

４ 係長級

５ その他

注1

注2

Q38

最大の
事務所

最小の
事務所

１ 地域協議会の運営に関する事務

２ 住民基本台帳に関する事務

３ 戸籍に関する事務

４ 印鑑登録に関する事務

５ 市税等の収納に関する事務

６ 国民健康保険、国民年金に関する事務

７ 広報・市民相談の窓口

８ 福祉関係事業の窓口

９ 土木・建築事業の窓口

10 まちづくり等の企画調整に関する事務

11 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

12 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

13 地域に関する計画等の策定に関する事務

14 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

15 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

16 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

17 その他

注1

注2

Q39

１ すべての区に設けている （1区あたりの平均予算額： 円）

２ 一部の区に設けている （1区あたりの平均予算額： 円）

３ 設けていない

貴市における地域自治区の事務所長の職位について、あてはまるものを一つお選びください。

Q36で「１」を選択した方は、「規模の最も大きい事務所」と「規模の最も小さい事務所」のそれぞれについ
てご回答ください。

Q36で「２」を選択した方は、「規模の最も小さい事務所」の欄にご回答ください。

貴市の地域自治区事務所では、どのような事務を分掌していますか。あてはまるものをすべてお
選びください。

Q36で「１」を選択した方は、「規模の最も大きい事務所」と「規模の最も小さい事務所」のそれぞれについ
てご回答ください。

Q36で「２」を選択した方は、「規模の最も小さい事務所」の欄にご回答ください。

貴市では、地域におけるまちづくりに関して、地域自治区の裁量で執行可能な予算を設けていま
すか。あてはまるものを一つお選びください。
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Q40

①正規職員数（すべての事務所の合計をご記入ください）

１ 職員数が増加した （増加数： 名） ⇒ SQ1へ

２ 職員数が減少した （減少数： 名） ⇒ SQ2へ

３ 職員数は変化していない ⇒ Q41へ

②その他の職員数（すべての事務所の合計をご記入ください）

１ 職員数が増加した （増加数： 名）

２ 職員数が減少した （減少数： 名）

３ 職員数は変化していない

注1

注2

注3

１ 市全体の正規職員数の増加に伴い、事務所に配置する正規職員を増員したため

２ 「その他の職員」の正規職員への置き換えが進んだため

３ 地域自治区の機能の拡充に伴い、事務所に配置する正規職員を増員したため

４ その他

１ 市全体の正規職員数の減少に伴い、事務所に配置する正規職員を減員したため

２ 正規職員の「その他の職員」への置き換えが進んだため

３ 地域自治区の機能の縮小に伴い、事務所に配置する正規職員を減員したため

４ その他

Q41

１ すべての事務所に追加された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

２ 一部の事務所に追加された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

３ 追加された所掌事務はない ⇒ Q42へ

注

「正規職員」の項目では職員定数条例上の「定数」に含まれる職員、「その他の職員」の項目では職員定数条
例上の「定数」に含まれない職員（臨時職員・非常勤職員等）についてご記入ください。

貴市では、地域自治区事務所の職員数が変化していますか。あてはまるものを一つお選びのう
え、増加・減少数をご記入ください。

本問の「職員」は、一般職に属する職員（ただし、教育、消防及び公営企業の職員を除く。）を対象としてい
ます。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの職員数の変化についてご記入ください。

SQ1 （Q40の①で「１」を選択した方に伺います。）貴市において、地域自治区事務所の正規職員
数が増加した理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q40の①で「２」を選択した方に伺います。）貴市において、地域自治区事務所の正規職員
数が減少した理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市では、地域自治区事務所に追加された所掌事務がありますか。あてはまるものを一つお選び
ください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの所掌事務の変化についてご記入ください。
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１ 地域協議会の運営に関する事務

２ 住民基本台帳に関する事務

３ 戸籍に関する事務

４ 印鑑登録に関する事務

５ 市税等の収納に関する事務

６ 国民健康保険、国民年金に関する事務

７ 広報・市民相談の窓口

８ 福祉関係事業の窓口

９ 土木・建築事業の窓口

10 まちづくり等の企画調整に関する事務

11 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

12 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

13 地域に関する計画等の策定に関する事務

14 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

15 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

16 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

17 その他

１ 当該事務を事務所に移管することで、きめ細やかな行政サービスを実施するため

２ 地域の人口増加等によって、当該事務に対するニーズが増加したため

３ 交通環境の悪化や高齢化等への対応策として、住民の利便性を向上させるため

４ 地域における住民、各種団体の活動に対する支援を充実させるため

５ 支所や出張所、その他の地域機関等の事務を事務所に集約したため

６ その他

Q42

１ すべての事務所から削減された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

２ 一部の事務所から削減された事務がある ⇒ SQ1～SQ2へ

３ 削減された所掌事務はない ⇒ Q43へ

注

SQ1 （Q41で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市では、どのような所掌事務
が追加されましたか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q41で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）地域自治区事務所の所掌事務が
追加された理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市では、地域自治区事務所から削減された所掌事務がありますか。あてはまるものを一つお選
びください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの所掌事務の変化についてご記入ください。
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１ 地域協議会の運営に関する事務

２ 住民基本台帳に関する事務

３ 戸籍に関する事務

４ 印鑑登録に関する事務

５ 市税等の収納に関する事務

６ 国民健康保険、国民年金に関する事務

７ 広報・市民相談の窓口

８ 福祉関係事業の窓口

９ 土木・建築事業の窓口

10 まちづくり等の企画調整に関する事務

11 所管する公共施設の運営・管理に関する事務

12 地域の歴史や文化の伝承、地域の催しの支援に関する事務

13 地域に関する計画等の策定に関する事務

14 地縁型住民自治組織の活動支援に関する事務

15 ボランティア団体、NPO等の活動支援に関する事務

16 協議会型住民自治組織の活動支援に関する事務

17 その他

１ 事務所機能を本庁に集約することで、行政経費の削減を図るため

２ 事務所機能を本庁に集約することで、集中的な管理による事務の効率化や専門性の

向上を図るため

３ 地域の人口減少等によって、当該事務に対するニーズが減少したため

４ 交通環境の改善やコンビニ交付の導入等によって、当該事務を事務所で行う必要性

が低下したため

５ 支所や出張所、その他の地域機関等に機能を移管したため

６ その他

Q43

SQ1 （Q42で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市では、どのような所掌事務
が削減されましたか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q42で「１」「２」のいずれかを選択した方に伺います。）地域自治区事務所の所掌事務が
削減された理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

貴市において、地域自治区事務所の職員の増員・減員、事務所の所掌事務の追加・削減等を行う
うえで、苦労された点や課題となった点がございましたら、下欄にご記入ください。（自由記
述）
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Q44

１ 地方自治法に基づく地域自治区に移行する予定である

２ 地方自治法に基づく地域自治区に移行しない予定である ⇒ SQ1～SQ3へ

３ まだ検討していない、もしくは現在検討中である

１ 事務所の機能のすべてを、支所・出張所等として存続させる予定である

２ 事務所の機能の一部を、支所・出張所等として存続させる予定である

３ 事務所の機能を本庁に移管し、地域の出先機関を廃止する予定である

４ その他

５ まだ検討していない、もしくは現在検討中である

１ 協議会の機能のすべてを、協議会型住民自治組織が担う予定である

２ 協議会の機能の一部を、協議会型住民自治組織が担う予定である

３ 協議会の機能のすべてを、地縁型住民自治組織が担う予定である

４ 協議会の機能の一部を、地縁型住民自治組織が担う予定である

５ 協議会の機能を存続させる予定はない

６ その他

７ まだ検討していない、もしくは現在検討中である

１ 行政経費の削減を図るため

２ 集中的な管理による事務の効率化や専門性の向上を図るため

３ 新市における一体感の醸成が阻害されるため

４ 地域協議会と既存の地縁型住民自治組織の役割が重複するため

５ 地域協議会と既存の協議型住民自治組織の役割が重複するため

６ 地域自治区に移行した場合、市の全域に地域自治区を設置する必要があるため

７ 地域自治区に移行した場合、事務所を存続させる必要があるため

８ 地域自治区では、協議会の構成員の選任方法、任期等が法令で定められているため

９ 地域自治区では、諮問事項等の協議会の権限が法令で定められているため

10 その他

SQ3 （Q44で「２」を選択した方に伺います。）貴市において、地方自治法202条の4に基づく地域
自治区への移行を選択しなかった理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選
びください。

貴市では、地域自治区の設置期間満了後、地方自治法202条の4に基づく地域自治区に移行する予
定ですか。あてはまるものを一つお選びください。

SQ1 （Q44で「２」を選択した方に伺います。）貴市では、地域自治区の設置期間満了後、その事
務所の機能をどのように存続させる予定ですか。あてはまるものを一つお選びください。

SQ2 （Q44で「２」を選択した方に伺います。）貴市では、地域自治区の設置期間満了後、地域協
議会の機能をどのように存続させる予定ですか。あてはまるものを一つお選びください。
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Q45

１ 地方自治法202条の4の「地域自治区」を設置したことがある ⇒ SQ1、SQ3～SQ5へ

２ 合併特例法23条の「地域自治区」を設置したことがある ⇒ SQ2～SQ5へ

３ 合併特例法26条の「合併特例区」を設置したことがある ⇒ SQ2～SQ5へ

４ 「地域自治区」と「合併特例区」のいずれも設置したことがない

注

１ 行政経費の削減を図るため

２ 集中的な管理による事務の効率化や専門性の向上を図るため

３ 新市における一体感の醸成が阻害されるため

４ 地域協議会と既存の地縁型住民自治組織の役割が重複するため

５ 地域協議会と既存の協議型住民自治組織の役割が重複するため

６ その他

１ 行政経費の削減を図るため

２ 集中的な管理による事務の効率化や専門性の向上を図るため

３ 新市における一体感の醸成が阻害されるため

４ 地域協議会と既存の地縁型住民自治組織の役割が重複するため

５ 地域協議会と既存の協議型住民自治組織の役割が重複するため

６ 地域自治区に移行した場合、市の全域に地域自治区を設置する必要があるため

７ 地域自治区に移行した場合、事務所を存続させる必要があるため

８ 地域自治区では、協議会の構成員の選任方法、任期等が法令で定められているため

９ 地域自治区では、諮問事項等の協議会の権限が法令で定められているため

10 その他

１ 事務所の機能のすべてを、支所・出張所等として存続させた

２ 事務所の機能の一部を、支所・出張所等として存続させた

３ 事務所の機能を本庁に移管し、地域の出先機関を廃止した

４ その他

（７）「地域自治区」を設置していない自治体について
　　（Q2の②で「３」と回答した方にうかがいます）

貴市では、地域自治区や合併特例区を設置したことがありますか。あてはまるものをすべてお選
びください。

「平成の合併」を行っていない場合は過去10年間（2005年4月1日以降）、「平成の合併」を行った場合は合併
以降（複数回合併を行った場合は最後の合併以降）の状況についてご記入ください。

SQ1 （Q45で「１」を選択した方に伺います。）貴市において、地方自治法で規定される地域自治
区を廃止した理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ2 （Q45で「２」「３」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市において、合併特例法で規
定される地域自治区・合併特例区の廃止時に、地方自治法で規定される地域自治区への移行を
選択しなかった理由はどのようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

SQ3 （Q45で「１」「２」「３」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市では、地域自治区・
合併特例区の廃止後、その事務所の機能をどのように存続させていますか。あてはまるものを
一つお選びください。
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１ 協議会の機能のすべてを、協議会型住民自治組織が担っている

２ 協議会の機能の一部を、協議会型住民自治組織が担っている

３ 協議会の機能のすべてを、地縁型住民自治組織が担っている

４ 協議会の機能の一部を、地縁型住民自治組織が担っている

５ 協議会の機能は存続していない

６ その他

SQ4 （Q45で「１」「２」「３」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市では、地域自治区・
合併特例区の廃止後、地域協議会・合併特例区協議会の機能をどのように存続させています
か。あてはまるものを一つお選びください。

SQ5 （Q45で「１」「２」「３」のいずれかを選択した方に伺います。）貴市において、地域自治
区や合併特例区を廃止するうえで、苦労された点や課題となった点がございましたら、下欄に
ご記入ください。（自由記述）
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Q46

１ 「公民館」（社会教育法）

２ 「生涯学習センター」

３ 「市民活動支援センター」、「ボランティア支援センター」

４ 「地域包括支援センター」（介護保険法等）※ブランチ等を含む

５ 「老人福祉センター」（老人福祉法）

６ 「老人介護支援センター」（老人福祉法）

７ 「介護予防拠点施設」

８ 「児童相談所」（児童福祉法）

９ 「児童家庭支援センター」（児童福祉法）

10 「子育て支援拠点施設」

11 「地域活動支援センター」（障がい者総合支援法）

12 「保健所」（地域保健法）

13 「市町村保健センター」（地域保健法）

注

Q47

１ 設置数が増加した機関がある

（増加した機関： ）

２ 設置数が減少した機関がある

（減少した機関： ）

３ 設置数が変化している機関はない

注

Q48

注

（８）「その他の地域機関」の設置状況について
　　（Q2の③で「１」と回答した方にうかがいます）

貴市では、現在どのような「その他の地域機関」を設置していますか。あてはまるものをすべて
お選びください。

貴市の区域内に複数設置している機関のみご選択ください。（1か所のみの場合は選択しない）

貴市では、新設・統合・廃止等によって、「その他の地域機関」の設置数が変化していますか。
あてはまるものをすべてお選びのうえ、下欄にQ46の選択肢番号をご記入ください。

上記のほかに、貴市において独自に設置している「その他の地域機関」がございましたら、その
名称と主な所掌事務を下欄にご記入ください。（自由記述）

「その他の地域機関」の定義については、2ページを参照ください。本設問では、自治体内に複数設置されて
いる、住民の権利義務に関係する何らかの行政機能や決定権限を付与された行政機関（自治体行政機構の中に
位置づけられたもの）であって、貴市の設置しているもののみをご記入ください。

「平成の合併」を行っていない場合は10年前（2005年4月1日時点）から、「平成の合併」を行った場合は合併
時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）からの設置数の変化についてご記入ください。なお、2005
年4月1日以降もしくは「平成の合併」以降に設置された「その他の地域機関」がある場合は、初めて当該機関
が設置された時点からの変化についてご記入ください。
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Q49

◎ アンケート調査は以上ですべて終了です。ご協力いただき、誠にありがとうございました。

（９）「地域機関」の再編について
　　（すべての方にうかがいます）

地域機関の再編に関するご意見や、貴市における課題などがございましたら、下欄にご記入くだ
さい。（自由記述）

貴市の「機構図」をご提供いただけますと幸いです。ご提供いただける場合は、本調査票
ともに電子メールでお送りください。
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